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愛知学院大学教授服部朗氏は2006年10月25日、論文「少年司法における司法福
祉の展開」を早稲田大学大学院法学研究科に提出して、博士（法学）の学位を請
求した。下記の四名の者はこの論文を審査してきたが、2007年８月29日、その審
査を終了したので、ここに、その結果を報告する。
1 本論文の構成と内容（省略）
2 本論文の評価
上述したとおり、本論文では、第Ⅰ部から第Ⅴ部まで少年法制の多岐にわたる
諸問題を論述している。そこで、本論文を評価するに当たっても、まずは個別的
評価を行った後、総体的評価を論じることにする。
(１) 個別的評価
【第Ⅰ部について】
ここでは、「少年法における教育的働きかけを、少年法において固有のものと
してではなく、一般的な意味における教育とつながりをもつものとして理解す
る」という指摘、さらには「少年法における『健全育成』は憲法26条の『教育を
受ける権利』に基礎を置くものとして、そこに権利主体としての少年をとらえ
て」いこうとする指摘は、極めて示唆に富む。
少年法第１条の「健全育成」理念は少年法固有のものではなく、教育基本法の
理念でもあり（教育基本法の前文および第１条参照）、また児童福祉法の理念でも
ある（児童福祉法第１条、第２条参照）。著者が指摘するとおり、「健全育成」は一
般的な意味における「教育」や「福祉」に通底する理念であると言える。そし
て、「健全育成」を憲法第26条の?教育を受ける権利」、さらには（著者は触れてい
ないが）憲法第25条の「生存権」に連結させる著者の発想は、少年を「権利の主
体」として捉えるという視点を提供する意味で、極めて重要であると考える。
しかしながら、「健全育成」には、もうひとつの別な側面があることを見失っ
てはならない。それは、少年を?社会化」し、「社会統合化」する社会統制の側面
である。この側面からは、少年を「社会統制の客体」をして捉える視点も必要に
なろう。一方で少年の「個人の福祉ないし利益」、他方で統制を行う「社会の側
の利益」、これらの相対立する利益の調整を図る試みとして少年法や児童福祉法
を捉えつつ、両者の相違点を分析するという多元的・重層的考察が望まれる。
【第Ⅱ部について】
ここでは、多くの調査報告書を参考にしつつ「軽微な」非行への対応の諸問題
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の分析を行った後、結論として、著者は、①少年の問題行動の中身を吟味し、リ
ーガル・モラリズムによる介入・干渉を排除し、少年自身の成長発達を保障する
ための干渉・介入のあり方を検討すること、②ぐ犯の構成要件、少年法の基本概
念・原則の再確認をすること、③少年の「軽微な」非行や問題行動に対する支援
的取り組みのための具体的なプランを用意することが必要であると論じている。
これらの提言は、大いに示唆に富むものである。
ただ残念なことに、例えば第二章にみられるように、調査報告のアンケート対
象者が僅か２名であり、警察や家裁を代表する意見とするには適正な数とは言え
ない。また米国ウィスコンシン州デイン・カウンティの新しい試みの紹介も、普
遍化するには狭きに失すると思われる。客観的な評価をするには、量的にも質的
にもより吟味されたリサーチを基盤としてほしいところである。
【第Ⅲ部について】
適正手続と保護主義・ケースワークとの関係をいかに考えるかは、少年手続に
おける適正手続について考える上で本質的な問題であるという問題意識は相当で
あり、第一章において少年法における適正手続の意味について黙秘権の告知とい
う論点からアプローチした点も的を得ている。
第Ⅲ部での中心的テーマを扱う第一章では、犯罪少年・触法少年・ぐ犯少年の
全分野で、審判・調査段階を問わず黙秘権は保障されるとしつつ、黙秘権の告知
に関しては、異なった取り扱いを提唱する。審判段階では全少年についてこれを
義務付けるべきであるとしつつ、その規定の仕方は刑訴法の規定の直接移入では
なく、少年法22条等を初めとする少年手続の特質を踏まえた内容のものにする必
要があるとの指摘は評価できる。
難しいのは、調査段階である。著者は、この段階では黙秘権の告知を義務付け
る規定を少年法に置くまでの必要はないとしつつ、少年法における適正手続のエ
ッセンスである「告知と聴聞」の上に立った「説明と聴聞」すなわち「分かりや
すい説明」と「少年の言い分をよく聴くという姿勢」を内容としたものにするた
めに、調査の指針について規定する少年法９条の趣旨を調査官と少年との関係性
という角度から洗い直すことが必要であるとする。また、何よりも調査官が実際
の面接場面のなかで、少年との関係を築きながら黙秘権の意味をいかに少年に伝
えていくかの経験が積み重ねられ、ケースワーク・保護主義と適正手続との関係
に関する調査官による調査研究の積み重ねが実務に還元されていくことであると
指摘する。この指摘はそのとおりであるとしても、調査官の実務運用と調査研究
に対しもう少し具体的な提言がほしいところである。なお、社会記録の取扱いに
関しては、著者のように一律に犯罪事実の認定に使用することを禁止すべきであ
るとする考え方と、一定の要件の下に使用可能な途を残しておくべきだとする考
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え方もありえよう。
第二章の少年審判における余罪の考慮には慎重さが求められるとし、具体的に
各余罪につきその内容を少年に分かりやすく示し少年の意見を聴くという告知と
聴聞の手続をとること、各余罪につき合理的疑いを超える心証が必要であるこ
と、審判の対象とした余罪は手続上「審判を経た事件」として取り扱うべきこ
と、調査官報告による審判立件も検討すること等の指摘は、妥当であり、評価で
きる。
第三章の不処分決定に関する抗告の拒否に関する著者の見解は、消極説に立つ
判例及びこれを支持する通説の見解に抗して、積極説に立とうとする著者の意気
込みは多としよう。問題はその論拠であって、著者の言うように、非行事実を争
いたい少年にとっては不当な保護処分決定を受けた場合と実質を同じくするとい
うだけでは、説得力を欠くと思われる。無実を主張して不処分決定を争うことに
ついての意義を、検察官の起訴猶予を理由とする不起訴処分に対して無実を主張
して争うことの意義と対比させるなどしながら、もう少し突っ込んで探求してみ
る必要があろう。
【第Ⅳ部について】
法改正に関する著者の分析は、詳細であり、かつ適切なものと評価できる。た
だ、刑事訴訟法に関する記述において、たとえば職権主義と当事者主義の理解の
仕方が些か独断的であることや、憲法37条１項の「公平な裁判所」の保障に関す
る記述に正確さを欠く点があるなど、疑問のあるところが見られる。
【第Ⅴ部について】
第一に、被害者問題だけでなく「少年司法に対する人々の信頼」が、少年法の
直面する大きな問題であると指摘した点、第二に、「修復的司法モデルにおける
少年の修復には、少年自身の傷の回復ということが視野に入れられていない」こ
と、および「責任の自覚は、少年の自己回復の結果生まれてくると考える必要が
ある」と指摘した点、第三に、「わが国の少年司法は、バランスト・アプローチ
および修復的司法の提案を、パラダイムの転換としてではなく、発展の延長線上
として位置づけ、その提案のいくつかを汲み取りつつ発展していくべきである」
と提案した点などに、少年司法に対する著者の洞察の深さが窺え、評価できる。
しかし、被害者が犯罪（触法）行為を誘発したような、被害者の有責性が問題
になる事案において、当該被害者に修復や審判立会い「権」を認めるのかが示さ
れていないなど、若干の疑問がないわけではない。
(２) 総体的評価
博士学位審査請求論文として提出された本著は、「収録論文初出一覧」にある
とおり、著者が長年にわたって研究を重ねてきた少年法制に関する諸論稿を取り
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まとめたものである。個別的評価で述べたように、各論文には優れた点が数多く
認められる。しかし、それぞれの論文は必ずしも全体的構想の下に有機的に関連
付けられて作成されたものではないだけに、残念ながら、全体としてのまとまり
を欠いているという印象を否めない。
こうした形式面とは別に、内容面に関して言えば、本論文のライトモチーフと
される「少年法制における『司法』と『福祉』の融合」という点について若干の
ことを付しておかなければならない。
少年法には「司法的機能」と「福祉的機能」があることは既に多くの論者が指
摘してきたところであり、既に学界の常識とも言えよう。著者は、こうしたこれ
までの学問的業績を継承しつつ、両機能を一層明確に分析した上で、一方で、司
法的機能における「適正手続保障を中心とした人権保障機能（消極的な司法機
能）」と「社会防衛機能（積極的な司法機能）」との対立、他方で、福祉的機能に
おける「少年を発達の権利主体と位置づけた教育的機能」と「社会組み込みとし
ての犯罪的危険性の除去」との対立を指摘する。
これは極めて興味深い指摘である。しかし、それだけに、この対立座標軸の内
容に関する詳細な説明や、さらにはこの対立座標軸の設定自体の当否についての
説得力ある論証が十分になされていない点が惜しまれる。
3 結 論
以上に述べたように、本論文については疑問点がないわけではない。しかし、
その多くは将来の研究課題であり、そのことによって本論文の評価が大きく揺ら
ぐわけではない。とりわけ司法的機能と福祉的機能との錯綜した対立座標軸の指
摘は、少年法研究に新たな論争点を提供したことは確かであり、その意味での学
問的功績は極めて大きいと言わなければならない。
よって、本論文の提出者は法学博士（早稲田大学）の学位と受けるに値するも
のであることを認める。
2007年８月29日
審査員
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